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　本題を巡って環境政策の策定と実践としては，主な動きが２つある。
　１つは，90年代に国内レベルで，多少違っている意味で，「環境サービス支
払」，「生態サービス補償」などとそれぞれ呼ばれている取り組みが国際的に注
目され，多くの国に導入されていることである。この背景として，主に取り上
げられるのは①環境問題の制約，②貧困緩和の要請，③市場原理の導入，及び
④国際組織支援などである2。
　もう１つは，21世紀に入ってから，IPESなどと呼ばれる国際環境政策の整
備を巡る国際的取組みの進展においては，国際生態補償の概念形成は，21世
紀に入ってから，理論研究の面から見ても，体制整備の面から見ても新しいイ
ノベーションと位置づけられて推進されていることである。その背景としては，
次の５点が考えられる。①経済の市場化と市場経済の国際化に伴う環境問題や，
格差問題などの地球規模の深刻化，環境問題と貧困問題の悪循環からの国際的
脱却策への探索が現実的な誘因となっている。②生態系と環境問題の空間的な
広がりによる国際環境財という概念の形成，国内レベルの生態補償の実践経験
の蓄積による国際的拡張の必要性，③地球環境問題をめぐる利益調整と責任分
担のメカニズムの導入などの国際的取組みの進展，及び④UNEPや IUCNな           
どの国際組織の関連事業の積極的な推進による経験の蓄積と課題の検出が直接
的な動因として取り上げられる。さらに，政策理念のレベルで検討すれば，次
のような根底的な要因があると強調したい。すなわち，⑤「政府の失敗」，「市
場の失敗」，さらに「市場原理の政府介入」の限界を乗り越えて，平等性，持
続性と効率性を同時に重視する環境政策策定が時代的に要請されている。
　これらの動向に注目し，筆者は，「エコ型雁行発展モデル形成過程における
と技術移転のメカニズム」を研究テーマの一つとして研究を進めてきた中，環
境価値，福祉価値と経済価値を含む国際地域的共通価値の創出・実現のメカ
ニズムの一つとして，市場原理，準市場原理，非市場原理に絡み合って，「補
償原理」があるべきだと考えられる3。その総論的検討としては，「地域的共通
価値と環境技術移転」4，各論的検討としては，市場原理による環境技術移転5，
準市場原理と環境技術移転6，非市場原理による環境技術移転7などの試論がそ
れぞれある。この研究作業の延長としては，生態補償原理の側面から環境技術
の国際的移転のメカニズムを考察しはじめるのは本稿に至る切っ掛けである。
　本稿は，人間・経済・自然の循環社会を視座にした地域的共通価値論の観点
から，生態補償の意味を規定する生態系と生態系サービスなどの基本概念を整
理して国際化する上で，国内的生態補償に関する理解に比較して，国際生態補
償の概念とその形成過程を考察して，生態補償理論の国際的拡張による変容な
どの「国際的生態補償原理」を整理し，その地球環境問題の国際的取り組みに
おける位置付けを試みとして検討する。
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　国際生態補償という概念を理解するには，それに含まれる生態と言葉の意味
を理解するのが重要である。まず，「生態」に含まれる意味は，生態そのもの
のことである。それは，生命体（生物，あるいはあるレベルの生物群集）の生           
き方のことである。次に，「生態」に含まれるのは「生態系」の意味である。「生
態」は，生命体を主体にある環境の中である生命体の動きを強調する概念であ
る。それに対して，「生態系」は，生命体とその環境との関係を対象にある生
命体の生態に現れたシステムとその空間性を強調する概念だと言って良い。
　例えば生態学では，最初に定義した生態系（Ecosystem）とは，「生物群集
と物理的環境をあわせたものである」8（Tansley,1935）。生態系の主体的要素，
すなわち狭義的生態系ともいえる生物群集の内部循環構造9は，①生産者（植
物），消費者（動物），分解者（微生物）の相互依存関係，②食物連鎖や食物網，
③エネルギーの一次生産・消費（植物類），二次生産・消費（草食類），三次生
産・消費（肉食類）と〇次生産（微生類）などの側面から把握される。
　こういった生物群集の内部循環構造を生物間の相互関係として，そしてその
物理的環境を生物とそれを取り巻く無機的環境の間の相互関係として理解すれ
ば，生態系という概念には内包的に有機的関係と無機的環境だけで狭く規定さ
れるものであるほど，外延的に多次元的に弾力性がある，総合的にとらえた生
物社会の纏まりを示す空間的な概念ともなる。この空間性を強調して，「ある
一定の区域に存在する生物と，それを取り巻く非生物的環境をまとめ，ある程
度閉じた一つの系と見なすとき，これを生態系と呼ぶ」という理解もある10。
　この空間性が強調されるのだからこそ，生態補償とは生態系に関わる補償問
題のことであると理解してもよい。なお，生態補償を考える際に，この空間性
から出発し，生態問題の広がり，生態評価の対象と利益主体などの範囲が決め
られる。
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　循環社会の視点では，生態系を生物的循環と非生物循環から構成した機能的
システムに見なすことだけではなく，生態系のもつ内部循環構造と人間社会，
さらにそれぞれ人間，経済の循環構造とも相互的な関連性をもつものとして認
識すべきことが強調される。このようにみた「人間－生態系」と「経済－生態           
系」という2つの側面は，循環社会における生態系，すなわち自然再生産過程
の基本法則を導き出す基本的視角•出発点である。生態系は，自分自身の全体
構造をより望ましい方向に自己組織化する能力を持っている」。その自己組織
化能力の本源は，「人間－生態系」に働く「エネルギー流最大化法則」と「経
済－生態系」に働く「熱力学第1，2法則」を合わせて「自然自己組織最適化」
という生態系の基本法則にあると考えられる11 。
　概していえば，言語表現の意味では，一方，循環社会における自然再生産過程
を，「環境」という時には，その人間社会の環境＝生態系とする側面，すなわち，
自然の外部構造を，他方，それを「生態系」という時には，その自然の生態系＝
環境とする側面，すなわち，自然の内部構造をそれぞれ強調するイメージが確か
にある。すなわち，この空間性を人間社会という主体の視点から見れば，「生態系」
は，環境経済学でいう「環境」の同義語といっても過言ではない。とりわけ，空
間的には，一方，人間社会との独立性を強調して，人間のある次元の環境を一つ
の生態系としてみることができる。例えば，家の中に置かれる金魚盆や盆栽など
を１つの生態系として見る事できる。家の錦鯉の小池と庭木などがある庭を１つ
の生態系としてみることもできる。さらに大きな池や，湖泊や，海洋や，そして
陸地などを人類という一家族の庭としてみる事もできる。他方，人間社会との関
連性を強調して，人間のある次元の主体と関わっている複数の生態系を１つの環
境としてみる事ができる。例えば，1つの町，あるいはひとつの村の生態系を村
環境と呼ぶこともできれば，人類全体の生態系を地球環境と考えることもでき
る12。つまり，我々が必要に応じて生態系の空間的広がりの度合いを基準に，循
環社会の視点から地域を定義することができる。反って換言すれば，既に形成し
た地域の概念に規定された空間を参照系に生態系のもつ社会的性格を認識するこ
とができる。これは，「生態補償」の概念的展開の根本と考えている。
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　人間社会の目で生態系を見る際に，その性格は次の３点に整理されている13。           
①その非生物環境が土地に固着していることから，࿾ၞ⊛࿕᦭ᕈとしての性格
を持っている。②ある生態系と同一空間，あるいはそれにアクセス可能な空間
にいる人間であれば，その利用が排除されないので，࿾ၞ⊛౏౒ᕈとしての性
格を持っている。③いったん破壊されれば復元できないਇนㅒᕈの性格を持っ
ている。なお，生態補償の概念を理解するために，上記の３点からの推論にも
なるが，④市場で取り扱いできない側面からみた㕖໡ຠᕈと⑤人工的な側面，
文化的な側面からみた㕖⥄ὼᕈを持っている。
　これらの性格，特にその地域的固有性と地域的公共性に注目し，人間社会の
地域性を基準に生態系を点型生態系，線型生態系，面型生態系，体型生態系に
分類することができる。後述でよくわかるように，この分類は生態補償を考え
る場合，重要な意味を持つ。
　点型生態系とは，ある地域に固有しているが，他地域にとって公共性を持っ
ている，湿地，湖，自然文化遺産などのような局地的な生態系である。
　線型生態系とは，複数の地域に固有しているが，流域，渡り鳥などのような
生態循環に方向性が単一で強い地帯的な生態系である。
　面型生態系とは，複数の地域に固有しているが，森林，海，山地などのよう
な，生態循環が広い範囲で全方位に広がっている広域的な生態系である。
　体型生態系とは，生態システムが立体的でその固有性と公共性がともにあら
ゆる地域に係わっている，地球規模の生態系である。
　勿論，この意味では，生態系を国内的生態系と国際的生態系に分類すること
ができる。少なくとも，生態系の空間を囲む人間社会の最小の地域が国内的な
のであれば，その生態系は国内生態系と，その反対であれば，国際生態系とい
うことができる。国際生態補償の対象になるのはその公共性が国際的に持たれ
る国際的生態系である。
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　国際的生態系の一例として，取り上げられるのは日本海生態系14である。対           
馬海峡，関門海峡，津軽海峡，宗谷海峡，間宮海峡（タタール海峡）に囲まれ
る西太平洋の縁海として，日本海はこの海ならではの閉鎖性，固有性，多様性
などをもっている。この日本海生態系が地球生態系に規定されながら，「海峡・
外海」，「海湾・河川」，「蒸気・雨雪」，「大気流動」，「生物生態」などの中間生
態系を通して広がっていって，１つの特有な国際的生態系が日本海を囲んで形
成する。こういった日本海を中心に形成してきた環日本海地域生態系は，地球
生態系に規定されると同時にその生物循環，物質循環，大気循環，水循環，エ
ネルギー循環などの密接な環境に介入して自分自身の地域的固有性と多様性を
強調し，保っている。これは，「環日本海地域」という国際社会の成り立てる
自然的根拠でもあれば，当該地域の諸課題，特に環境問題を考察する際の基本
的視座でもある。
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　そもそも，「環日本海地域」の範囲についての理解はファジー的でありながら，
大別して次の３つに分けられる。狭義的理解は，少なくとも日本海に直接に接
する，或いは，河通路により近隣する地域が北東アジア地域の範囲に含まれて
いる，日本の日本海沿海地方，韓国・北朝鮮の東海地方，ロシアのシベリア極
東地域等と，中国内陸部の吉林省・黒竜江省及びロシアのアムール州から構成
する地域，いわば「環日本海圏」のことであると主張している15。それに対して，           
中間的理解により広く定義されたその範囲は，日本・韓国・北朝鮮・ロシア極
東地域・中国東北部・モンゴルを指している16。さらに広義的理解には，環日
本海地域を環日本海経済圏，環黄海経済圏と北方経済圏から構成された準広域
経済圏と見なす見解もあれば17，さらにそれ以上中国の西北，華北をも包括す
べきと考える観点もある18。ところで，前述した循環社会の環日本海生態系の
広がりから環日本海地域の範囲について整理すれば，狭義的な理解は主に日本
海生態系に，中間的な理解は主に環日本海生態系に，広義的な理解は主に環日
本海生態系の広がりに裏付される地域概念であると解釈できる。なお，筆者は，
北東アジア地域の範囲を，環日本海生態系に裏付けられた中間的な理解を核に，
関連６カ国の国家主体をも含む国際的地域として理解すべきと強調している。
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　生態補償を議論する際に，「生態系サービス」（ES：Ecosystem Services）と
はほぼ同意味でよく使われる言葉として環境サービス（ES：Environmental
Services），エコロジカルサービス（ES：Ecological Service）もあるが。本稿
では，前節との一貫性から，これらの言葉を統一する表現として「生態系サー
ビス」使うことにする。
　生態補償は生態系サービスの受益側が生態系サービスの提供側に対する補償
の略称と理解しても良いほど，「生態」は，生態系サービスの意味をもしている。
この意味では，ここで言う生態系サービスの意味をどう把握するのは生態補償
を理解する鍵となる。理解には相違が論によって多少あるが，生態系が地域の
空間的根拠であるとできれば，生態系サービスは，生態系の地域的公共性の源
泉であるとできる。したがって，地域的な生態補償問題を理解するには，それ
が重要な概念となることが言うまでもない。
　一般的には，生態系サービスとは，人間社会に対する生態系からのサービス           
のこととして理解されている。例えば，辞書的には，生態系サービスとは，生物・
生態系に由来し，人類の利益になる機能（サービス）のことと解釈されてい
る19。教科書的には，生態系サービスが，環境の持つ基本的な機能として，人
間とのかかわりから，①自然資源基盤，②アメニティの供給，③廃棄物の同化・
吸収，④生命サポートシステムと一般的にとらえられる20。
　学術研究レベルでは，この意味で生態系サービスを理解する場合には，次の
観点が代表的で取り上げられる21。まず，Montenegro氏は，P/R≒１で地球
規模の生産面（Production）と呼吸面（Respiration）のバランス維持の重要
性を語る際に提起した，Rから人類に「緩慢に」生産された「サポートサービ
ス」22は尤もまとまった広義的生態系サービスである。次にBoyd氏とSpencer
氏は自然界から提供された全ての人間福祉レベルの向上に寄与出来る機能と効
用で生態系サービスを定義している23。よく知られて引用されるのはミレニア
ム生態系評価（MA：Millennium Ecosystem Assessment）の報告書が，この
ように理解した生態系サービスを以下の4つの機能に分類したのである24。そ
れらは，①食料，燃料，木材，繊維，薬品，水など，人間の生活に重要な資源
を供給する供給サービス（Provisioning Services），②森林があることによっ
て気候が緩和されたり，洪水が起こりにくくなったり，水が浄化されたりといっ
た，環境を制御する調整サービス（Regulating Services），③精神的充足，美
的な楽しみ，宗教・社会制度の基盤，レクリエーションの機会などを与える文
化的サービス（Cultural Services），④①から③までのサービスの供給を支え
る基盤サービス（Supporting Services）などである。
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　　　出所：『平成19年度版環境白書』，p10。
　　　原典：ミレニアム生態系評価報告書25。
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　生態系サービスに関連しながら，偶々混同される概念としては，自然資本と
生態系機能がある。自然資本（natural capital）とは，経済学の資本の概念を
援用した言葉で，生態系サービスや鉱物資源（鉱石）・化石燃料の供給源であり，
「未来にわたって価値のある商品やサービスのフローを生み出すストック」と
しての自然であると機能の面から定義されている26。つまり，生態系サービス
は生態系のフロー的側面を強調する概念に対して，自然資本は生態系のストッ
ク的側面を強調する概念であると言えよう。
　ところで，生態系における生物と環境との相互作用をまとめて，生態系の働
きとしてとらえ，生態系機能と呼ぶ。生態系機能の原動力が前述した生態系の
「自己組織最適化法則」であると考えられるが，その結果としては，生態系内
部における主体・主体間と主体・環境間，及び生態系・外部間のサービス提供           
という相互関係がある。この意味では，生態系サービスが，人間社会にその恩
恵を提供する生態系機能である27と理解しても良いが，さらに厳密にいえば，
恩恵となる生態系機能の結果である。
　これから検討する生態補償の問題意識の拡張はこの３つの概念関係から整理
出来ると言っておきたい。　
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　前節に触れたように生態系サービスは，地域的公共性形成の本源であり，つ
まり，地域社会循環形成の本源的原因でもある。この意味では，循環社会を視
点に生態補償問題を整理する際には，生態サービスを下記の意味を持っている
ものとして受給の両側面，正と負の両種類，自然・経済・人間の三次元から広
げて理解することができると同時に，必要である。
　第1の意味は，生態系の内部機能に由来する，循環社会の諸主体，とりわけ
生活主体とする人間と生産主体とする経済にとって利益となるすべての生態系
サービスのことである。この種のサービスは日本においては時々「生態系の公
益的機能」とも呼ばれている自然の働きを本源とするものである。故に，ここ
では，自然的生態系サービスと呼ぶことにする。
　第2の意味は，人間の活動の影響を受けて起こった生態系の機能に由来する，
循環社会の諸主体，とりわけ生命基盤とする自然，経済にとって利益となるす
べての生態系に関連する機能のことである。これは，非営利組織（個人を含む）
が行われる環境関連の生態系に関連する公益性活動のことである。ここでは，
人間的生態系サービスと呼ぶことにする。
　第3の意味は，経済の活動の影響を受けて起こった生態系の機能に由来する，
循環社会の諸主体，とりわけ人間と自然にとって利益となるすべての生態系に
関連する機能のことである。ここでは，経済的生態系サービスと呼ぶことにする。
　ここでまず留意する必要があるのは，このように分類した生態系サービス
に，各主体内部において相互に提供し合ったサービスが本源的なものとして           
含まれていることである。次に，第2の意味の人間的生態系サービスに当たる
のは非営利組織（個人，家族を含む）が行われる生態系関連の公益性活動のこ
とである。例えば，公共機関が実施する環境関連の公共事業，環境NPOや環
境NGOなどの組織が行なった環境活動，及び家庭，消費者個人が消費過程に
おいて行われたエコ消費などによって提供されたものである。なお，第3の意
味の経済的生態系サービスの本源的由来となるのは，「環境サービス」28とよ
く呼ばれている。これは既に市場の取り扱う対象とされた環境産業，あるいは環
境ビジネスに含まれている部分と社会的責任活動として提供された部分から構成
される。
　さらに，留意すべきことは，循環社会の視点から各主体内部と主体間において
相互に機能し合う結果としては，相手（従来の意味でのサービス提供者と同一立
場の主体）に対して福利となるサービスの損失と福利減少となる負のサービスも
ある。この損失したサービスと負のサービスは生態系関連の物であれば，既存の
定義を正の生態系サービスとすることに対して負の生態系サービスと呼ぶことに
するが，結局としてその提供者（従来の意味でのサービス受益者と同一立場の主
体）にも同様な結果をもたらす場合が多い。それは言わば循環社会における「自
己中毒」29といい，一種の消極的，非能動的な生態補償とも言える現象である。
　特にこれらの意味でとらえた主体間と主体内のサービスを経済学の表現を援
用して，生産的サービス，消費（生活）的サービスと分解的サービスに分類す
れば，循環社会における生態系サービスの多重的意味と循環社会のフラクタル
構造30が下図（簡明化のため，サービスの言葉を省略。）のように示される。
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　このようにした生態系サービスの循環性から観られた循環社会のフラクタル
構造は，次の意味をしている。すなわち，自然生態系の「生産・消費・分解」・
「基盤」という形態で現れるサービス提供の相互関係が①循環社会の経済・人間・
自然の間に，②経済と人間の内部に，③「生産」，「消費」，「分解」の過程の内
部においても同形態で現れている。なお，このような循環的フラクタル構造は
生態系サービスの空間性から観て次元の違い循環地域においても，同様に現れ
る。これは，生態補償概念が地域的，領域的に拡大できる裏付けとなる。
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　国際生態系サービスとは，Ⅰで検討した国際生態系に由来する生態系サービ
スだけではなく，サービスの供給側と授受側の何れかが，空間か時間をも主体
か客体をも問わずに何れかの側面から見て国際的なものとなるものである。こ
の意味で捉えた国際生態系サービスは国際地域的公共財となり，国際地域的共
通価値の源泉となる。
　人類共通の地球生活基盤を基礎に当該地域の人間社会にとって，環日本海生
態系はその内部の生態系機能を通して，地域的生活基盤として多様なサービス
を提供している。人間も経済もその内部活動を通して，その多様なサービスの           
提供に寄与している。第Ⅱ節を参照すれば，これらの多様な生態系サービスは
「環日本海生態系サービス」といい，供給サービス，調整サービス，文化的サー
ビス，基盤サービスに分類できる。 例えば，人間社会の福利となる正の側面
から見て，「環日本海生態系供給サービス」としては，環日本海生態系の固有
性から，日本海固有水資源，ホタルイカ，白えびなどの富山湾の「宝石」等な
どが他地域の生態系に差別化して，提供されている。「環日本海生態系調整サー
ビス」としては，日本海と沿岸の山林などからなる生態系があることによって
気候が緩和されたり，洪水が起こりにくくなったり，水が浄化されたりといっ
た，環境を制御するサービスのことを言う。他に，病気や害虫の制御も，生態
系の重要な調整サービスとされている。「環日本海生態系文化的サービス」に
ついて，多くの地域固有の宗教や文化は，その地域に固有の生物相や生態系と
密接に関係している。 環日本海生態系基盤サービスとしては，Ⅱで検討した
日本海生態系の広がりに関連する自然循環がこれに当たる。
　環日本海生態系サービスに含まれる人間社会の福利要素が次の5つに分類され
る。人間安全保障側面の福利要素としては，一般的に個人の安全，資源利用の確
実性，自然災害からの安全確保，等々がある。例えば，日本海・里山・森・高山
の生態系の二酸化炭素の吸収による地球温暖化防止への寄与はもとより，洪水防
止などの機能の発揮により，地域住民の安全を保障している。人間生活環境側面
の福利要素としては，適切な生活条件，十分に栄養のある食糧，住居，商品の入
手の等々の面が一般的にあるが，例えば，先に述べた通り環日本海生態系は固有
性として富山湾の「宝石」等などを他地域の生態系に差別化して提供している供
給サービスには，当該地域の生活の量的確保と質的向上につながる資源要素が含
まれている。人間健康維持側面の福利要素は通常に，体力，精神的な快適さ，清
浄な空気および水の等々に図られる。例えば，精神的な快適さに関連して，日本
の伝統色の名前には，「朱鷺（とき）色」や「萌葱（もえぎ）色」など生物の名
前が多く使われているが，これも多様な生物や豊かな四季の移り変わりといった
それぞれの地域に固有の自然環境が文化を育む良い例と言える。また，桜，紅葉           
のような，季節に応じて咲き分ける様々な花を観賞することも，生態系の文化的
サービスを活用するものと言える。地域固有の生態系のレクリエーション機能や
教育的効果を利用して行われるエコツーリズムも，その地域固有の自然景観や生
物相に支えられている。人間協働関係側面の福利要素は生態系サービスと社会的
な連帯，相互尊重，扶助能力，等々の関連性から計られる。例えば，富山湾の特
有な生態系から定置網漁法が生まれたが，そこからさらに漁民の協働作業，相互
扶助の体制が形成される。なお，「木一本ぶり千本」31と言われた日本海生態系の
奇妙な物語を信じて，漁村と山村の協力体制が成立するわけである。
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　人間個性自由側面の福利要素には価値観の多元化，自由時間の充実，行動選
択肢空間の広さ等などに寄与するものが存在する。例えば，東アジアやインド
など季節風が卓越する地方にみられる特徴的なモンスーン気候帯に広がってい
る環日本海地域生態系は稲作文明の土台として，水を大量に保持する森とそこ
に住む生きもののそれぞれに神が宿ると考える文化を生んだ。一方で，夏季に           
雨が少ない西アジアに広がっている環日本海生態系は，草原牧業と小麦農業の
文明の基盤となり，森を切り開きこれと対峙する自然観を生んだ。
　循環社会の視点からみると，一般的な人間が生活主体，生産主体と生命主体
という三つの姿勢をとって存続して活動している。従って，国際地域の人間社
会は，生活共同体，生産共同体と生命共同体という三つのあり方で協働するも
のとして認識できる。なお，上記のような環日本海生態系サービスの分類を循
環社会の視点（基準）により，改めて福祉的サービス，経済的サービスと生命
的サービスに分けて整理できる32。
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　地球環境問題に関して，「地球的な規模で影響を及ぼす環境問題」という文字
通りの狭義的な説明もあれば，「被害，影響が一国にとどまらず，国境を越え，
ひいては地球規模にまで広がる環境問題と国際的な取り組み（政府開発援助等）
が必要とされる開発途上国における環境問題」という広義の理解もある。筆者は，
環境とは一般的に「人間を取り巻き，それと相互作用を及ぼしあうところの外界」
であるとの理解から，国境を越えた人間集団を取り巻く環境は国際的，ひいて
は，地球的な概念となり，国際的人間に関わる環境問題は地球環境問題である
と強調していた。本稿では，環境と同一の意味で生態系を対象に検討しているが，
上記の理解の展開として，改めで地球環境問題の意味を国際的生態系，国際生
態系サービスなどの概念で整理する。まず，地球環境問題は，このように理解
した地球生態系のもつ生態系サービス，生態系機能，自然資本が破壊され，結
果的に地球規模，あるいは国際地域の正の生態系サービスの損失，あるいは負
の生態系サービスの増加に伴う全人類，あるいは国際地域社会の福祉水準の低
下をもたらすことを含め，考察の目的に応じて国際生態系サービスの分類によっ
て整理できる。次に，これらの問題が国内的生態系の空間範囲において生じた           
ものであっても，その原因者，あるいは被害者とする人間集団が国際的であれば，
地球環境問題となる。なお，問題とその因果がすべて国内的であるが，国際的
な人間集団が共同に対応しなければ解決できない，あるいは，上述のような問
題までに発展する可能性がある環境問題も地球環境問題とすべきである。
　以上のように国際生態系サービスの視点からみた地球環境問題は，本稿の主
題に関われる基本対象となる。その特徴は，その国際的取組みに関連して以下
のように纏められる34。
　第1の特徴は，地域的に共有する問題でありながら，因果関係には地域間の
ズレがあることである。つまり，その影響が地球の全体か国際地域の全域に及
び，すべての人々に影響を及ぼす公共財だという点である。なお，その影響の
度合いが地域によって違ってくるものの，問題形成への加担の度合いとは因果
関係がない。
　第2の特徴は，世代的に共有する問題でありながら，因果関係には世代間の
ズレがあることである。つまり，その問題の加害者は現世代であるが，その被
害者は次世代である。
　第3の特徴は，関わる意思決定の緊迫性と情報の確実性にズレがあることで
ある。つまり，問題の原因，規模，時期などについての科学的知見及びその対
策の効果などについては，かなりの情報不足と不確実性が伴うことである。
　第4の特徴は，現世代に共有する問題であっても，先進国と途上国の間に問
題対策の執行にあたっての利害の対立があることである。
　第5の特徴は，国際的取組みを図る際に，地球，あるいは地域の規模での公
的介入，さらにそれには国際間の同意が必要であるとともに，その執行の強制
力は各国の協力の程度に依存することである。
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　環境省は地球環境問題を環境問題の自然属性に注目して，①地球温暖化，②
オゾン層破壊，③酸性雨，④森林，特に熱帯林の減少，⑤砂漠化および土壌浸           
食，⑥野生生物の減少，⑦海洋および国際河川の汚染，⑧化学物質の管理と有
害廃棄物の越境移動，⑨開発途上国における環境汚染というように類型化して
いる。さらに，かかわる人間社会を途上国と先進国に分けた上で，双方の相互
に依存しあう経済活動とこの９つの相互に絡み合う地球環境問題をひとつの因
果関係をもつ「問題群」として認識している35。
　生態系の社会的属性，つまり環境とかかわっている人間関係のあり方を基準
に地球環境問題を分類する方法は主に２つある。
　ひとつは，国際経済的性格側面から地球環境問題を下記のように５つのタイ
プに整理することである36。第1のタイプは，国境を越える広域環境汚染である。
酸性雨，黄砂，国際河川の汚染などのような，ある国の経済活動から生じる汚
染物質が他国の環境に損害を及ぼすケースである。第2のタイプは，企業の海
外進出あるいは直接投資にともなう環境破壊である。第3のタイプは，先進国
と発展途上国との国際分業関係を前提にした貿易構造から生み出される環境破
壊である。第4のタイプは，発展途上国で貧困と環境破壊が悪循環的に進行す
る場合である。第5のタイプは，グローバル・コモンズの環境破壊である。
　もうひとつは，地域的転嫁，特に先進国から途上国へとの転化という側面か
らみると地球環境問題は下記の６つのタイプに整理することができる37。①先
進国の公害型または資源浪費型企業が発展途上国に進出して，その直接生産活
動によってもたらした公害・自然破壊の移転。②先進国で公害を引き起こす可
能性があるとして使用や販売を禁止された製品や規制された製造方法などを，
発展途上国に輸出すること。③途上国で製造して生産品だけを輸入し，その製
造過程で出た廃棄物を現地に放置する場合。④産業廃棄物や核のゴミなど国内
で処理困難なものを，発展途上国に捨てること。⑤発展途上国から資源を大量
に輸入することによって，その国の自然破壊をもたらすこと。⑥途上国に資金
を援助することによって，自然破壊や公害発生などに手を貸すこと。           
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　ここでは，こうした分類方法を参考しながら，Ⅰの３で検討した生態系の空
間的次元性を参照基準に，地球環境問題は，①オゾン層破壊，地球温暖化，化
石資源枯渇などのような地球規模の体型問題，②酸性雨，黄砂，海洋汚染など
のよう国際的地域の面型問題，③廃棄物越境移動，国際河川と流域汚染，渡り
鳥生息地減少などのような，国境を越えて起こっている線型問題，④アメニティ
破壊，多様性減少，自然災害による環境破壊，戦争による環境破壊，途上国の
公害問題などのような，世界各国に共有している国内的地域の点型問題の4種
類に分類することができる。なお，この分類には，生態系のストックにおける
自然資源の側面と人工的生態系におけるアメニティの側面から見た地球規模の
環境問題も対象にされるのである。　
　第4類に分類される環境問題は基本的に一国内で発生する問題であるという
共通点を持っている。問題解決に向けた取り組みに国際的な協力が必要である
ことから，地球環境問題として扱われるべきと考えられるが，それらはこの観
点からさらに細分できる。まず第１は，問題対象が主権的には一国内にあるが，
人類の普遍価値が大いにある。第２は，国内環境問題であるが，国際的な問題
に拡大する可能性を持っている。第３は，途上国の国内環境問題であるが，先
進国が経験した問題でもある。
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　欧米と国際機関では「生態補償」に近い意味で使われる言語（英語的）表
現 と し て は，Payment for Ecosystem Services ／ Payment for Ecological
Services／ Payment for Environmental Services（PES：「生態サービス支払
い」／「環境サービス支払い」），Payment for Ecological beneÀt（PEB：「生
態公益支払い」），Compensation for Ecosystem Services（CES：「生態サービ           
ス補償」）などが多様多彩にあるが，日本語的表現では，欧米からの訳として，
「生態系サービスへの支払い」がよく言われるが，日本的表現としては「環境
支払い」や，「環境直接支払い」がよく使われる。中国では共通的によく「生
態補償」というが，その英訳も欧米のそれとも区別され，Compensation for
Ecosystem Servicesよりは，Eco-compensationがよく使われている。その背
景には，前半の検討と同様な「生態系」に対する広義的理解及び「金銭」の支
払い以外の補償方式も視野にいれていることがあったのである。故に本稿も，
同様な配慮にして，「生態補償」（EC: Eco-Compensation）を使うことにする。
　なお，「生態補償」が国際生態系サービスと地球環境問題を対象に国際的
に適応される際には，IPES，ICESなどのような表現があるが，ここでは，
一貫性をもって，改めて「国際的生態補償」という表現にし，その英訳は
International Eco-Compensation（IEC）にする。
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　生態補償についての理解はこれまで，基本的に前述した「自然的生態系サー
ビス」の定義に基づいて展開される。例えば，PagiolとPlataisの「生態系サー
ビスの消費者から生態系サービスの提供者に対して費用を支払う経済的行為」
との定義が代表的な「行為説」というべき観点となっている39。それに対して，
ＦＡＯ40においては，環境支払いは，「（農林漁業の管理慣行によって生み出さ
れる）環境サービスの受益者による，当該サービス提供者への自発的な（狭義
的な），政府などの手段を通じた（広義的な）支払いの（制度）」であると定義
されているように，「制度説」がある。なお，Wunder1からは次の通り「メカ
ニズム説」を提供している41。すなわち，生態補償は主に自発的交易，環境サー
ビスの所有確定，環境サービスの購入，供給者のサービス提供の保証などの内
容を含み，受益者が供給者に対して直接的な，契約的な，条件付けの支払いを
通じて，供給者に継続に生態系の保護・回復事業を行ってもらうことがポイン
トとするのである。            
　それらの意味に対して，中国においては，生態補償は，「生態環境を保護して
人間と自然の調和的発展を促進することを目的に，生態系サービス価値，生態
保護費用，開発機会費用等の評価に基づいて，政府や市場などの手段を通じて，
生態保護に関連する利害者間の利益関係を調整する公共制度と環境政策」のこ
とであると，「制度説」と「メカニズム説」よりも広げた意味で主流として定義
している42。その理解には，生態系・資源保護による便益の増加への奨励と生態・
資源破壊による損失への賠償の意味で狭義的なとらえ方もあれば，それに加え
て環境汚染者課徴金制度の意味をも含む意味で広義的なとらえ方もある。
　このように定義された生態補償には共通に示されるメカニズムが図５の通りイ
メージングできる。その中には，生態補償の意味を理解するため，生態系サービス，
ガバナンス機構と仲介機構，受益者と提供者の責任関係という３つのポイントがあ
る。例えば，生態系サービスについての理解が外延的な，空間的な広がりによって
違ってくると，生態補償メカニズムの適応範囲は，利益関係者，統治機構と仲介機
構などから構成する主体体制，PPP：汚染者負担，UPP：使用者負担，BPP：受益
者負担，DPP：破壊者負担などの利益調整の原則の選択などの面から変わってくる。
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　第Ⅱ節の生態系サービスについての検討から，生態補償の「生態」には少な
くても正と負の両意味で，生態系の生態感応（eco-effect），生態系のサービス
機能（eco-service　function）と生態系の便益（eco-beneÀt）という3つの性
質を現す意味が含まれると考えられる。生態感応は自然に内在する「自己組織
最適化」43の法則の現れでもあり，自然の持つ自らの生態補償原理によるもの
でもある。一方，それはまた，生態サービスと生態便益，つまり自然価値の源
泉である，生態補償の基本的根拠でもある。生態サービス機能は人間社会の目
線から見られた自然生態系に内在している恩恵と効用であり，言い換えれば，
それは，自然価値の使用価値の側面である。なお，これは人間の自然に対する
生態補償の活動の具体性を定義する根拠となるのである。それに対して，生態
便益は人間社会の目線から見られた生態サービス機能に内在している自然価値
の価値の側面である。また，それは人間の自然に対する生態補償活動の抽象性
を定義し，なお，関連主体間の利益を調整する根拠となるのである。
　上記の議論に基づき，①生態感応の意味で理解すると，生態補償は自然が損
失を自ら生態感応を通して補償することを意味する概念となる。②生態サービ
スの意味で理解すると，生態補償は人間の自然に対して損害した生態サービス
機能を補償することを意味する概念となる。③生態便益の意味で理解すると，
生態補償は人間内部の主体間において生態便益をめぐって相互補償を行うこと
を意味する概念となる。これは，図６に示されたように国際的生態補償の基本
原則が「共同だが差異ある責任」となっているが，その評価基準としては，時
間軸で考えるべき持続性，公平性，効率性の３次元基準が内在的に求められて
いる。
           
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　「生態補償」の概念的拡張は，農業公益機能補償（日本，欧米）→環境浄化
補償→広義的生態補償→国際的生態補償→という実践の歴史的軌道に沿って整
理できる。その内容は，国内的な「生態補償」の概念に対して，主に生態系と
そのサービスに空間的広がりに関わって，①生態系サービス，②利益主体，③
メカニズムという3つの側面から国際化されて充実してきたのである。国際的
生態補償とは，「生態系サービス価値，生態保護費用，開発機会費用等の評価
に基づいて，地球環境問題の対応に関連する利害者間の利益関係を協力，協議，
市場などの手段を通じて調整する国際的な公共制度と公共政策」である。その
メカニズムは国内生態補償のメカニズムに対照して図７のように理解できる。
           
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　ここで強調したいのは，国際的生態補償のメカニズムが国内生態補償に区別
して，次の特徴を持っている。
　①政府不在　まず，国内生態補償と違って調整主体としては，政府の代わり
に多様なNGOが国際的利益主体間の利益関係を調整している。その調整手段
としては主に会員（政府代表）の会合による合意に基づく条約と協定などであ
る。
　②外部性主体の混在　次に，外部性を内部化する理論には外部性を提供する
主体と外部性を享受する主体がはっきり分けられることを前提としているが，
国際的外部性の場合はその提供主体と享受主体が一体化していることが多い。
　③時間軸の不可欠　生態補償の問題は歴史的な概念でもある。特に国際的生
態環境問題は，原因発生の時点と結果形成の時点までの変化過程は多く長中期
的なのである。特に，原状回復まではさらに長期的，あるいは無期限に時間を
かかる場合は多い。つまり，時間軸で計った世代間の生態補償問題を無視する
国際的生態補償が不完全なシステムとなる。
　④リスク意識優先　対象となる地球環境問題とその対策についての情報不足           
と不確実性が伴って存在すると同時に，問題発展には重大な不可逆的な損失が
起こるというリスクある。不確実性の認識より，リスク意識が生態補償議論の
優先的材料となる。
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　「国際的生態補償」とそのメカニズムが地球環境問題の国際的取組みの進展
に伴って形成してきたが，その内容と仕組みは，この進展過程から検出するこ
とができる。
　地球環境問題をめぐる国際的取組みを考察する視点は主として，①取り組み
の対象となる国際的環境問題の空間的広がり，②取り組みを実施する主体とな
る国際的組織の基本的構成，③取組みのメカニズムとなる国際的協力体制の基
本原理である。国際的生態補償を検証するためには各次元の環境問題に関わる
国際条約・地域協定・枠組・機関が基本的な対象となる。前述の分類に従って，
国際生態補償の内容は，点型，線型，面型と体型の地球環境問題のそれぞれに
関わることで分類できる。
           
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生態空間
（生態補償原則） 地球環境問題 国際条約・地域協定・枠組・機関
地球的生態系（体）
地球規模の環境問題
（共同・差異原理）
オゾン層破壊 ウィーン条約（
㩾85）→モントリール議定書
（㩾87）
地球温暖化
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）（㩾88）
気候変動枠組条約（COP/CMP）（㩾92）→京
都議定書（㩾97）
広域的生態系（面）
国際地域の環境問題
（PPP・協力原理）
酸性雨
欧州：長距離越境大気汚染条約（㩾83）
米・加：越境大気汚染に関する合意覚書（㩾80）
東亜：東アジア酸性雨モニタリングネット
ワーク（㩾95）
砂漠化・砂塵暴・
黄砂
砂漠化対処条約（㩾94），砂漠化防止行動計画
（㩾77）
海洋汚染 海洋法に関する国際連合条約（
㩾82）
北西太平洋地域海行動計画（㩾94）
山脈保護 アルプス条約（㩾91）カルパチア条約（2006）
南極保護 南極条約（㩾59）・南極条約議定書（㩾91）
地帯的生態系（線）
越境移動の環境問題
（PPP原理）
廃棄物越境移動 バーゼル条約（
㩾89），バーゼル議定書（㩾99），
ロッテルダム条約（㩾98）
国際河川と流域汚
染
ライン川汚染防止国際委員会協定（㩾63），「ラ
イン川塩化物お産防止条約」および「ライ
ン川化学汚染防止条約」（㩾76）
越境水路および国際湖沼の保護および利用
に関する条約（ヘルシンキ条約）（㩾92）
渡り鳥生息地減少 渡り鳥等保護条約及び協定or環境保護協定（二国間）
局地的生態系（点）
共有の国内環境問題
（共同・協力原理）
世界遺産保護 世界遺産条約（㩾72）
生物多様性減少
生物多様性条約（㩾92），カルタヘナ議定書
（2000），ワシントン条約（㩾73），ボン条約（㩾79）
など
森林減少 国際熱帯木材機関（ITTO）（
㩾86），国際熱帯
木材協定（㩾94）
湿地減少 ラムサール条約（㩾71）
途上国的環境問題 環境協力協定（二国間），ODAなど           
　また，十分な検討が必要であり，継続の研究作業にしておくが，国際生態補
償の基本原理は，主に四つのパターンに展開され，地球環境問題の取り組みに
適応されていると考えられる。１つのパターンは，「共同・差異原理」であり，
ウィーン条約・モントリール議定書の「途上国特恵」原則と京都議定書の「共
同だが差異ある原則」により具現化されている。２つは主に酸性雨，黄砂，海
洋汚染などの広域的国際環境問題に適応される「PPP・協力原理」であるが，
責任重視のPPP原則と能力配慮の協力原則を併用している環境協力体制によ
る生態補償である。３つは地帯的国際環境問題に適応される「PPP原理」で
ある。４つは共有の国内環境問題に適応している「共同・協力原理」である。
⚳ࠊࠅߦ
　本稿は生態系，生態系サービス，生態補償をキーワードに「国際生態補償」
の概念形成を整理したが，提示された内容にはまた展開する余地・必要性があ
る。その上で，生態補償に関する一般的理解と国際生態補償の特徴に注目して，
次の研究課題は特に取り上げておきたい。第１は，持続性と公平性と効率性重
視した国際生態補償の理論的根拠の研究である。第２は，政府の不在と提供者
と受益者の混在を配慮して，生態系サービスへのアクセス公平性についての考
察が国際生態補償研究の基本作業である。第３は，技術面においては，補償基準，
特に環境評価に関する理論と手法の研究を深めることである。第４は体制面に
おいては，政府不在の大前提で，国際基金，市場補償，準市場補償，NGO募金，
政府間共同プロジェクトなどの補償方式と共通価値実現の関係に関する研究で
ある。
           
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